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イオングループの概要

連結営業収益

8兆3,900億円

グルーブ従業員数

55万人

Copyright (C) 2017 ÆON Co., Ltd. All Rights Reserved.

日本・中国・アセアンで、21,742店舗を展開。
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イオン サステナビリティ基本方針
私たちイオンは、「お客さまを原点に平和を追求し、人間を尊重し、
地域社会に貢献する」という基本理念のもと、「持続可能な社会の実現」
と「グループの成⾧」の両立を目指します。
取り組みにあたっては、「環境」「社会」の両側面で、グローバルに考え、

それぞれの地域に根ざした活動を、多くのステークホルダーの皆さまとともに
積極的に推進してまいります。

・低炭素社会の実現

・生物多様性の保全

・資源循環の促進

・多様な消費者課題への対応

・公正な事業活動の実践

・人権と多様性を重視した職場づくり

・コミュニティとの協働

環境面の重点課題 社会面の重点課題

イオン サステナビリティ基本方針

店舗で 商品で お客さまとともに取り組み
の視点
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資源循環
の促進

生物多様性
の保全

2015

（2012～2020）

2030 2050

■SDGs

■持続可能な商品調達2020年目標

■食品廃棄物削減目標

■イオンのエコプロジェクト

2020

（2017～2020）

（2017～2025）

世界の
目標・方向

低炭素社会
の実現

2011

■パリ協定

■イオン サステナビリティ基本方針イオン

イオン脱炭素ビジョン2050
2030年中間目標

2008

イオン
温暖化
防止宣言

■イオン 生物多様性方針

■国連グローバルコンパクト

・サプライヤー取引行動規範
（CoC）制定 (2003)

・国連グローバルコンパクト参加表明
（2004）
・人権・労働に関する国際基準
ＳＡ8000認証取得（2004）
・国際フェアトレードラベル導入（
2003）
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イオン 脱炭素ビジョン2050
イオンは、３つの視点で温室効果ガス（以下CO2等）
排出削減に取り組み、脱炭素社会の実現に貢献します。

脱炭素社会の実現に向けて

店舗

商品・物流

お客さまと
ともに

店舗で排出するCO2等を2050年までに
総量でゼロにします。

事業の過程で発生するCO2等をゼロにする
努力を続けます。

すべてのお客さまとともに、脱炭素社会の
実現に努めます。
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2030年目標達成に向けて

《達成手段の考え方》

イオンのCO2排出量の約9割が電力由来

2030年までにCO2排出量35%削減（2010年比）

省エネ 再エネ

店舗使用電力の削減と再エネ転換
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脱炭素社会の実現を目指して

原料調達

お客さま

製造

販売

物流

バリューチェーン全体で脱炭素社会へ


